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事業の概要
（目的・内容）

小・中学校運営管理事業

学校教育

教育環境の整備・充実

【事業の目的】
　小・中学校の適正かつ円滑な運営管理に努め、児童・生徒及び利用者に快適で安全な学校生活を提供する。
【事業の内容】
　・光熱費等の支払い及び学校備品、消耗品等の購入
　・施設修繕及び各種専門保守点検・施設維持管理
　・校務員の配置など

事業 小学校施設管理　　　　　　　　　　　　　　　　　
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廃止・休止

   （概ね現行どおり継続して実施） （実施方法の改善を検討する） （事業規模の縮小を検討する） （廃止・休止を検討する）

 総合評価  評価理由・意見
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行
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担
当
部
局
評
価

 総合評価

継 続 改 善 縮 小

 今後に向けて（取組方針・具体的な改善改革案など）

業者支払い事務について、さらに効率化を図る余地がある。また、学校施設の老朽化が進む中、全て
の要望に応えきれていないので、時間・予算面で考慮する必要がある。
業者支払い事務については、学校現場と協議の上、事務処理工程の見直しや電子化を図るなど処理量
の軽減化を検討する。また、学校の施設修繕等は、未然に事故を防ぐため、学校現場と連携し、点検
強化と迅速な応対を基本に、一層の修繕要望に応えていく。

保護者や地域等の意見・要望を運営管理
に反映している。

成果指標の実績値は目標値以上である
当初計画どおりに備品購入している。施設
修繕全ての要望に応えるきれていないた
め、安全・安心の高いものを優先している。

有効性

達成度
成果指標は前年度より向上している

事業費を削減する余地がない

国・府の事業や市の他事業と重複していない

市の他事業との統合や、事業の簡略化の余地がない

民間活力 （民間委託、NPO・ボランティアなど）の活用について検討
の余地がない （すでに活用しており、拡大の余地はないを含む）

協働性
事業の企画や実施にあたり、市民の意見を反映しているか、又、参
加、協力が得られているか

市民ニーズが高い （事業の拡充・継続の要望がある、又、活動指標
が増加傾向にあるなど）

法令に基づく義務的な事業である。

市民ニーズと比較してサービスの対象範囲や水準が適切か

他市の水準と比較しても、対象範囲や水準を見直す必要がない

事業を縮小、又は廃止・休止した場合の影響度が大きい

効率性

活動単位あたりコストが適切である （経年比較など）
経費節減を図りながら適正な管理運営に努
めている。現在、業者支払い事務は20校を
取りまとめた上処理を行うため、多大な処
理時間がかかっている。簡略化を進める事
で、事務の効率化を上げる事が可能であ
る。また、小・中学校校務員業務を順次委
託に切り替えており、今後さらに委託化する
余地がある。

使用料・手数料等の受益者負担の割合は適当である
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